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１ 病院事業会計

　令和4年
　第1回市議会定例会　議案第１４号

　　令和4（ 2 0 2 2 ）年度　函館市病院事業会計予算　　

　（総　　則）

第１条　令和4（2 0 2 2）年度病院事業会計の予算は，次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

　 敢　病　　　　　床　　　　　数　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　

　　ア　函　　　館　　　病　　　院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6 4 8 床

　　イ　恵　　　山　　　病　　　院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6 0 床

　　ウ　南　　茅　　部　　病　　院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  5 9 床

　 柑　年　  間　  患　  者　  数　

　　ア　函　　　館　　　病　　　院　　　　　（入院）   171,550 人　　（外来）   265,356 人

　　イ　恵　　　山　　　病　　　院　　　　　（入院）　 13,870 人　　（外来）　 13,365 人

　　ウ　南　　茅　　部　　病　　院　　　　　（入院）　 10,220 人　　（外来）　 17,739 人

　 桓　一　日　平　均　患　者　数　　　　　　　　　

　　ア　函　　　館　　　病　　　院　　　　　（入院） 　 470.0 人　　（外来）    1,092.0 人

　　イ　恵　　　山　　　病　　　院　　　　　（入院）  　  38.0 人　　（外来）　　  55.0 人

　　ウ　南　　茅　　部　　病　　院　　　　　（入院）  　  28.0 人　　（外来）　　  73.0 人



２病院事業会計

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

　第１款　病 院 事 業 収 益   23,479,678千円

　　第1項　医 業 収 益  2 0 , 8 0 1 , 6 6 4 千円

　　第2項　高 等 看 護 学 院 収 益  7 7 , 6 8 0 千円

　　第3項　医 業 外 収 益  1 , 9 8 8 , 1 6 4 千円

　　第4項　特 別 利 益  6 1 2 , 1 7 0 千円

支　　　　　　　　出

　第１款　病 院 事 業 費 用   22,863,427千円

　　第1項　医 業 費 用   2 2 , 3 5 3 , 2 7 1 千円

　　第2項　高 等 看 護 学 院 費 用  2 0 0 , 9 3 4 千円

　　第3項　医 業 外 費 用  2 9 7 , 7 2 2 千円

　　第4項　特 別 損 失  1 , 5 0 0 千円

　　第5項　予　　 　　備　　 　　費  1 0 , 0 0 0 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額 7 9 2 , 3 0 3千円は，過年度分損益勘定留保資金で補てん

するものとする。）。

３ 病院事業会計

収　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入   1,655,477千円

　　第1項　企　　 　　業　　 　　債  7 2 1 , 4 0 0 千円

　　第2項　他 会 計 負 担 金  9 2 5 , 9 6 0 千円

　　第3項　補　　　　助　　　　金  4 , 4 8 6 千円

　　第4項　寄　　　　附　　　　金  3 , 0 3 1 千円

　　第5項　長 期 貸 付 金 返 還 金  6 0 0 千円

支　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出   2,447,780千円

　　第1項　建 設 改 良 費  1 , 0 5 2 , 7 7 8 千円

　　第2項　企 業 債 償 還 金  1 , 3 6 0 , 6 0 2 千円

　　第3項　投　　　　　　　　　　 資  3 4 , 4 0 0 千円

　（企　業　債）

第５条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと

   定める。

　　起 債 の 目 的　　 医療機械器具整備事業費

　　限　　度　　額　　 7 2 1 , 4 0 0 千円

　　起 債 の 方 法　　 普通貸借

　　利　　　　　率　　 5.0％ 以 内
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　　償 還 の 方 法　　 1 2 年以 内元利均等及 び元金均等半年賦償還とする。ただし ， 償還期日及

　　　　　　　　　　　び 据 置 期間は借入先と協定す る ものとし， 繰上償還又は償還期限短縮，

　　　　　　　　　　　もしく は低利債借替えをすることができる。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は，8 , 0 0 0 , 0 0 0千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおり

　と定める 。

　敢　第1款病院事業費用のうち，第1項医業費用と第3項医業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これら以外の経費の

　金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は，

　議会の議決を経なければならない。

　敢　職　員　給　与　費   1 0 , 9 0 2 , 5 4 1 千円

　柑　交　　　際　　　費   7 1 0 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　基礎年金拠出金公的負担経費および追加費用に充てるため，一般会計から

　この会計へ補助を受ける金額は，3  6  1 ,    1  8  7千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

５ 病院事業会計

第10条　たな卸資産の購入限度額は，6 , 9 6 6 , 0 5 4千円と定める。

　（重要な資産の取得）

第11条　重要な資産の取得は，次のとおりとする。

　　　　 種　　　 類　　　　　　　　　名　　　　　　　称　　　　　　　　　数　量

　　１　動　　　　　産  手 術 用 ロ ボ ッ ト 手 術 ユ ニ ッ ト １　式

　　２　動　　　　　産  電 子 カ ル テ シ ス テ ム １　式

　　３　動　　　　　産  出 退 勤 管 理 シ ス テ ム １　式

　　４　動　　　　　産  泌 尿 器 科 用 ビ デ オ シ ス テ ム １　式

　　令和4年2月2 5    日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　函館市長　　工　藤　壽　樹
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予 算 説 明 書
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予 　定 　額

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

その他医業収益

他 会 計 負 担 金

高等看護学院収益

高等看護学院収益

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 市 町 負 担 金

他 会 計 補 助 金

補 助 金

患者外給食収益

長期前受金戻入

　　　　収　益　的　収　入

　　　　 　　　収　　　　

令 和 ４ 年 度 函 館 市 病 院

千円

款 項 目

病 院 事 業 収 益

健康診断，予防接種，人間ドックその他医療活動および自費文書料等の収益

一般会計負担金

授業料，入学料および入学検定料

一般会計負担金

北斗市ほか16町負担金

一般会計補助金

ドクターヘリ導入促進事業費補助金等

職員等に対する給食収益

減価償却等による償却資産の減に伴う繰延収益の収益化額

事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

及　び　支　出

　　 入

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考
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予 　定 　額

特 別 利 益

長期前受金戻入

予 　定 　額

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

高等看護学院費用

給 与 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

千円

千円

その他医業外収益

款 項 目

　　　　 　　　支　　　　

病 院 事 業 費 用

款 項 目

減価償却等による償却資産の減に伴う過年度分の繰延収益の収益化額

給料，手当等，法定福利費および退職給付費を計上

薬品，診療材料および患者給食等医療に直接要する費用を計上

事務および管理上の費用等を計上

固定資産に対する減価償却費を計上

固定資産の除却費用を計上

職員の研究研修に要する費用を計上

給料，手当等，報酬および法定福利費を計上

事務および管理上の費用等を計上

固定資産に対する減価償却費を計上

固定資産の除却費用を計上

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

　 　出
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予 　定 　額

医 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

患者外給食材料費

貸 倒 引 当 金
医 業 外 繰 入 額

長 期 前 払
消 費 税 償 却

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

特 別 損 失

過年度損益修正損

予 備 費

予 備 費

研 究 研 修 費
千円

款 項 目

企業債利息，一時借入金利息およびリース利息を計上

職員等に対する給食材料費を計上

長期貸付金に係る貸倒引当金を計上

控除対象外消費税額の償却費用を計上

納付税額を計上

職員の研究研修に要する費用を計上

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考
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予 　定 　額

企 業 債

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

補 助 金

寄 附 金

寄 附 金

長期貸付金返還金

長期貸付金返還金

予 　定 　額

建 設 改 良 費

補 助 金

款 項 目

資 本 的 収 入

　　　　資　本　的　収　入

　　　　 　　　収　　　　

千円

　　　　 　　　支　　　　

款 項 目

企 業 債

資 本 的 支 出
千円

器械備品購入費

及　び　支　出

千円

千円

千円

千円

千円

病院器械備品購入費 千円

高等看護学院器械備品購入費 千円

病院器械備品費分

地方・地域センター機能強化事業費補助金

在宅医療提供体制強化事業費補助金

　　 入

医療機械器具整備事業費企業債

修学資金貸付金返還金

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

千円

一般会計負担金

　 　出

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考



16病院事業会計 17 病院事業会計

予 　定 　額

企 業 債 償 還 金

投 資

長 期 貸 付 金

リース資産購入費

企 業 債 償 還 金

款 項 目

千円 病院リース資産購入費 千円

高等看護学院リース資産購入費 千円

病院企業債償還金 千円

高等看護学院企業債償還金 千円

修学資金貸付金 千円

資格取得資金貸付金 千円

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

千円
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令和４年度函館市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

長期前払消費税償却

修学資金貸付金貸倒引当金繰入額

資格取得資金貸付金貸倒引当金繰入額

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 19,454

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 3,159

長期前受金戻入額 △ 858,125

支払利息

小計

利息の支払額 △ 226,683

寄附金収入

未払消費税等の増減額 △ 198

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 734,455

長期貸付金の貸付による支出 △ 34,400

長期貸付金の返還による収入

国庫補助金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出 △ 1,310,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,360,602

リース債務の返済による支出 △ 318,323

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 697,525

　　資金増加額（又は減少額） △ 30,027

　　資金期首残高

　　資金期末残高

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）



20病院事業会計 21 病院事業会計

１　総　　　括

給 与

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

手

当
等
の

内

訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

給 与

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手

当
等
の

内

訳

　イ　会計年度任用職員

給 与

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）

手

当
等
の

内

訳 比 較

前 年 度

区 分 手　当 調整手当 勤務手当 手　　当

本 年 度

手　当

期　末夜間勤務時 間 外初 任 給地　域

（千円)（千円) （千円) （千円) （千円) （千円)

小　計
特殊勤務

手  　当
（千円)

通　勤

手　当
（千円)

比 較

前 年 度

△ 22 

本 年 度

（人） （人） （千円） （千円）

区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬 給　　料

職　員　数

比 較

前 年 度

区 分 手　当 手　当 手　当 手　当 調整手当

本 年 度
（千円) （千円)（千円) （千円) （千円) （千円) （千円) （千円)

手　当 手　　当 手　当

管理職 扶　養 住　居 地　域 初 任 給

比 較

通　勤 特殊勤務 寒冷地

前 年 度

前 年 度

給　　料
（人） （人） （千円） （千円）

本 年 度

前 年 度

比 較

職　員　数

区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬

本 年 度

比 較

本 年 度

（千円) （千円) （千円) （千円)

区 分 手　当 手　当 手　当 手　当 調整手当
（千円) （千円) （千円) （千円)

特殊勤務 寒冷地管理職 扶　養 住　居 地　域 初 任 給 通　勤

（人） （人） （千円） （千円）

給給　　　　　　与与　　　　　　費費

職　員　数

区　　　　分 特別職 一般職 報　　酬 給　　料

手　当 手　　当 手　当

費

費

費

（千円)

退職手当 合　計

（千円)

（千円） （千円）（千円） （千円）

手 当 等
法 定 福 利 費 合　　　　　計

計

（千円)（千円) （千円) （千円) （千円)

期　末 勤　勉

手　当 手　当勤務手当 手　　当 手　当

時 間 外 夜間勤務 宿日直

手 当 等 計
（千円） （千円）

法 定 福 利 費 合　　　　　計

（千円)（千円) （千円)（千円)

時 間 外 夜間勤務

（千円） （千円）（千円） （千円）

明明　　　　　　細細　　　　　　書書

法 定 福 利 費 合　　　　　計
手 当 等 計

勤務手当 手　　当

勤　勉期　末

手　当 手　当 手　当
（千円)

（千円） （千円）

宿日直

（千円）

合　計

（千円）

小　計

△ 30,083 

（千円）

退職手当

（千円）

合　計

△ 30,305 

（千円）

退職手当

（千円）

小　計
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２　給料及び手当等の増減額の明細

３　給料及び手当等の状況

　(1) 職員１人当たり給与

平 均 年 齢 (歳)

平 均 給 与 月 額 (円)
令和 年 月 日
現 在

平 均 給 料 月 額 (円)

退職手当の増減分 △ 30,083 職員の変動等に伴う減

その他の増減分 職員の変動及びその他の増

平 均 給 与 月 額 (円)
令和 年 月 日
現 在

平 均 給 料 月 額 (円)

区　　　　　　　分 医 師 医 療 技 術 員

平 均 年 齢 (歳)

手　当　等

区　　　分 増 減 額　(千円) 増減事由別内訳 (千円) 説　　　明

昇給に伴う増加分

その他の増減分 職員の変動及びその他の増

給　　　料 給与改定に伴う増
減分

該当者なし

　職員数の異動状況
（ ） （ ）

　採用・退職の状況
採　用 退　職

19人
1,321人
1,340人

会計年度
任用職員

(見込)104人
(見込)117人

111人

(見込)78人
(見込)59人

83人

会 計 年 度
任 用 職 員
以外の職員

本 年 度
前 年 度
増 減 18人

1,009人
1,027人

その他

1人
312人
313人

現 に 在 職

令和４年度

する職員数

会 計 年 度
任 用 職 員
以外の職員

会計年度
任用職員

令和２年度
令和３年度

263人
(見込)32人
(見込)30人

36人
(見込)17人
(見込)27人

技 能 労 務看 護 師 准 看 護 師 事 務

計

備 考

　平成27年度給与改定の経過措置（特定の職務の級の切替え分）
　　経過措置として支給する額を年2％ずつ引き下げ(令和5年3月31日まで）
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　(2) 初　任　給

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

　(3) 級別職員数
ア　行政職給料表適用職員

イ　技能労務職給料表適用職員

再任用

計

2 級
令和3年1月1日現在

令和4年1月1日現在
1 級

技 能 労 務
構成比(％)職員数(人)級

令和3年1月1日現在
再任用

計

1 級
2 級
3 級

技能労務
　　　(円)

事　　務
　　　(円)

准看護師
　　　(円)

看 護 師
　　　(円)

医療技術員
　　　(円)

医　　師
　　　(円)

区　　分

大 学 卒

大 学 卒
短 大 卒

区　　分

短 大 卒
高 校 卒

高 校 卒

再任用

計

区　　　　分

令和4年1月1日現在

区　　　　分

1 級

3 級

5 級

1 級

再任用

計

8 級

3 級
4 級
5 級

6 級

2 級
3 級

8 級

事 務
級 職員数(人) 構成比(％)

7 級

7 級
6 級

2 級

4 級

事　　務
　　　(円)

技能労務
　　　(円)

准看護師
　　　(円)

医　　師
　　　(円)

医療技術員
　　　(円)

看 護 師
　　　(円)

ウ　医療職給料表適用職員

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

計

令 和 年
月 日

現 在

計

計 計

令 和 年
月 日

現 在

6 級

再任用

構成比(％)

2 級
1 級

再任用

8 級

計

計

1 級

再任用

再任用

1 級
2 級

4 級

2 級
3 級

4 級4 級

8 級
職員数(人) 構成比(％)級 職員数(人) 構成比(％) 級

8 級

医 療 技 術 員

8 級

看 護 師
構成比(％)級 職員数(人)

7 級
6 級

1 級

4 級

5 級

7 級

6 級

4 級

事 務
職員数(人) 構成比(％)級

計

3 級

7 級

5 級

1 級
2 級2 級

5 級

2 級

再任用

3 級

1 級

6 級

再任用

3 級

8 級

6 級

3 級

1 級

区　　分
准 看 護 師

令 和 年
月 日

現 在

級
8 級

3 級

区　　分
医 師

5 級

2 級

4 級
令 和 年
月 日

現 在

6 級
7 級

計

再任用

8 級

計

3 級
2 級
3 級

1 級

計

5 級

1 級

4 級

2 級

6 級

7 級
6 級

5 級

再任用 再任用

3 級
4 級

7 級

2 級
1 級

5 級

職員数(人)

7 級
8 級

8 級
7 級
6 級
5 級
4 級

3 級

7 級 7 級
8 級

5 級 5 級
6 級

4 級

再任用
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　　 (級別の基準となる職務）

　(4) 昇　　　給

　(5) 特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　分

号　給

号　給

比 率

職 員 数

職 員 数

4　級 3　級 2　級8　級

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳
号　給

(人)

(人)

号　給

号　給

(B)／(A)

(人)

(B)／(A)

号　給

号　給

(人)

(人)

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

緊急診療待機手当，夜間特殊業務手当，地域医療手当，
医師等派遣手当，分娩手当，臨床研修医等指導手当，
教育指導手当，ドクターヘリ業務手当，診療業務等手当，
診療相談等対応手当，看護補助業務休日勤務手当，
新型コロナウィルス感染症対策従事手当，
医療従事者等処遇改善手当

（ 令 和 年 月 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 人 当 た り

(円)平 均 支 給 月 額

(％)支 給 対 象 職 員 の 比 率

(％)給料総額に対する比率

全 職 種

(人)

(人)

(人)

事　　務

(人)

比 率

区　　　　　分 准看護師看 護 師医　　師 医療技術員

(％)

(人)

号　給

号　給

(人)

(人)

(人)

号　給

号　給

1　級

部　　長 部 次 長 課　　長 課長補佐

係　　長

主　　査

主　　任

主任主事

主任技師

主　　事

技　　師

5　級7　級 6　級

前

年

度

人　　　数

本

年

度 号　給

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

(人)

(人)

(人)

(％)

　(6) 期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員の支給率

　(7) 定年退職，勧奨退職及び応募認定退職に係る退職手当

　(8) その他の手当

前　　年　　度

職 制 上 の 段 階 ，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

無

有

本　　年　　度

備　　　考

有

無

支 給 率 計
(月分)6  月(月分)

一般会計の制度

備　 考

定年前早期退職
特例措置
　応募認定退職
　(2％～45％加算)

無

有

者　(月分)

そ の 他 の

加算措置等

20年勤続の

者　(月分)

25年勤続の

者　(月分)

35年勤続の

差　異　の　内　容

定年前早期退職
特例措置
　勧奨退職
　(2％～20％加算)
　応募認定退職
　(2％～45％加算)

通 勤 手 当

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当

地 域 手 当

区　　　　　　分 一般会計の制度との異同

同　　　　じ

同　　　　じ

同　　　　じ

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

区　　　　　分

支 給 期 別 支 給 率

12  月(月分)

区　　　　　分

支　給　率　等

最 高 限 度

     (月分)
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債 務 負 担 行 為

前年度末までの支払義務発生（見込）額
事 項 限 度 額

期 間 金 額

千円 千円

市 立 函 館 病 院 省 エ ネ ル ギ ー 1,587,600
千円に金利

サービス（ＥＳＣＯ）事業委託料 変動，物価
変動および
税制度の変 平成29年度から
更による増 339,549
減額ならび 令和 3年度まで
に消費税及
び地方消費
税相当額を
加算した額

市 立 函 館 病 院 高 等 看 護 学 院
85,767 令和 3年度 9,108

エネルギーサービス事業委託料

に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務 発 生 予 定 額 左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 自 己 資 金

千円 千円

1,276,800千円に金利変動， 1,276,800千円に金利変動，
令和 4 年度から 物価変動および税制度の変更 物価変動および税制度の変更

による増減額ならびに消費税 による増減額ならびに消費税
令和14年度まで 及び地方消費税相当額を加算 及び地方消費税相当額を加算

した額 した額

令和 4 年度から
76,659 76,659

令和12年度まで
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令和４年度函館市病院事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和5年3月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 有 形 固 定 資 産 34,248,241

千円

減 価 償 却 累 計 額 △26,022,391 8,225,850

(2) 無 形 固 定 資 産 49,358

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 長 期 貸 付 金 68,634

貸 倒 引 当 金 △ 12,916

ロ 出 資 金 148

ハ 長 期 前 払 消 費 税 390,775

投資その他の資産合計 446,641

千円

固 定 資 産 合 計 8,721,849

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 91,032

(2) 未 収 金 4,277,082

貸 倒 引 当 金 △ 13,184 4,263,898

(3) 貯 蔵 品 44,638

(4) 短 期 貸 付 金 600

千円

流 動 資 産 合 計 4,400,168

資 産 合 計 13,122,017

負 債 の 部

3 固 定 負 債

千円

(1) 企 業 債 8,361,419

(2) リ ー ス 債 務 582,462

(3) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 4,525,456

引 当 金 合 計 4,525,456

固 定 負 債 合 計 13,469,337

4 流 動 負 債

(1) 一 時 借 入 金 1,570,000

(2) 企 業 債 1,380,807

(3) リ ー ス 債 務 259,565

(4) 未 払 金 1,114,812

(5) 前 受 金 11,124

(6) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 519,311

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 100,610

引 当 金 合 計 619,921
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千円

(7) そ の 他 流 動 負 債 65,089
千円

流 動 負 債 合 計 5,021,318

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金 12,711,506

収 益 化 累 計 額 △11,695,320

繰 延 収 益 合 計 1,016,186

負 債 合 計 19,506,841

資 本 の 部

6 資 本 金 2,799,168

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 701,170

(2) 欠 損 金

千円

イ 当年度未処理欠損金 9,885,162

欠 損 金 合 計 9,885,162

剰 余 金 合 計 △ 9,183,992

資 本 合 計 △ 6,384,824

負 債 資 本 合 計 13,122,017

令和３年度函館市病院事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

千円

1 医 業 収 益 20,356,352

2 医 業 費 用 20,793,701

3 予 備 費 9,091

千円

医 業 損 失 446,440

千円

4 高 等 看 護 学 院 収 益 72,995

5 医 業 外 収 益 4,436,109 4,509,104

6 高 等 看 護 学 院 費 用 165,699

7 医 業 外 費 用 1,264,464 1,430,163 3,078,941

経 常 利 益 2,632,501

8 特 別 利 益 598,342

9 特 別 損 失 1,500 596,842

当 年 度 純 利 益 3,229,343

前 年 度 繰 越 欠 損 金 13,730,954

当年度未処理欠損金 10,501,611
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令和３年度函館市病院事業会計予定貸借対照表（前年度分）

（令和4年3月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 有 形 固 定 資 産 34,296,674

千円

減 価 償 却 累 計 額 △26,089,792 8,206,882

(2) 無 形 固 定 資 産 49,358

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 長 期 貸 付 金 76,096

貸 倒 引 当 金 △ 39,125

ロ 出 資 金 148

ハ 長 期 前 払 消 費 税 355,813

投資その他の資産合計 392,932

千円

固 定 資 産 合 計 8,649,172

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 121,059

(2) 未 収 金 4,279,456

貸 倒 引 当 金 △ 15,273 4,264,183

(3) 貯 蔵 品 44,638

(4) 短 期 貸 付 金 600

千円

流 動 資 産 合 計 4,430,480

資 産 合 計 13,079,652

負 債 の 部

3 固 定 負 債

千円

(1) 企 業 債 9,020,829

(2) リ ー ス 債 務 829,107

(3) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 4,454,679

引 当 金 合 計 4,454,679

固 定 負 債 合 計 14,304,615

4 流 動 負 債

(1) 一 時 借 入 金 1,310,000

(2) 企 業 債 1,360,599

(3) リ ー ス 債 務 329,659

(4) 未 払 金 1,114,812

(5) 前 受 金 11,124

(6) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 538,765

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 103,769

引 当 金 合 計 642,534



36病院事業会計 37 病院事業会計

千円

(7) そ の 他 流 動 負 債 65,089
千円

流 動 負 債 合 計 4,833,817

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金 11,855,640

収 益 化 累 計 額 △10,837,195

繰 延 収 益 合 計 1,018,445

負 債 合 計 20,156,877

資 本 の 部

6 資 本 金 2,799,168

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 625,218

(2) 欠 損 金

千円

イ 当年度未処理欠損金 10,501,611

欠 損 金 合 計 10,501,611

剰 余 金 合 計 △ 9,876,393

資 本 合 計 △ 7,077,225

負 債 資 本 合 計 13,079,652

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　 資産の評価基準および評価方法

 貯蔵品　　先入先出法に基づく原価法によっている。

　 固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産（リース資産を除く）

 　　 減価償却の方法　  定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　建物　　        6～47年

　　　　　　　　　　　　構築物　        6～35年

　　　　　　　　　　　　医療用器械備品　3～20年

 無形固定資産（リース資産を除く）

 　　 減価償却の方法　  定額法によっている。

　　　主な耐用年数　　　その他無形固定資産　5年

 リース資産

 　　 減価償却の方法　  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については自己

　　　　　　　　　　　　所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。所

　　　　　　　　　　　　有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてはリー

　　　　　　　　　　　　ス期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法によっている。

　 引当金の計上方法

 貸倒引当金

　  債権の不納欠損および償還の免除による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率に

　 より，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上

　 している。なお，貸倒実績率については，不納欠損処理していない債権のうち，3年経過した債

　 権を貸倒処理額とみなして算出している。

 退職給付引当金

　  職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額

　 を計上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる高等看護学院分を除く）。

 賞与引当金および法定福利費引当金

　  職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末にお

　 ける支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計

　 上している（なお，一般会計が負担すると見込まれる高等看護学院分を除く）。

　 その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。なお，控除対象外消費税等に

　 ついては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産（リース資産を除く）に係る控

　 除対象外消費税等については，長期前払消費税勘定をもって固定資産に整理し，20事業年度で均

　 等額を償却している。

個個　　別別　　注注　　記記　　表表
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Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　 重要な非資金取引

　 当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額は，それぞれ

　　1,440千円である。

Ⅲ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

　 企業債の償還に係る他会計の負担

　 　 予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償

　　還予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，6,454,343千円である。

Ⅳ セグメント情報に関する注記

　 報告セグメントの概要

　 病院事業会計は，市立函館病院，市立函館恵山病院，市立函館南茅部病院および市立函館病院高

等看護学院を運営しており，各病院および高等看護学院で運営方針等を決定していることから，こ

の４つを報告セグメントとしている。

　 なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

市立函館病院（函館市港町1丁目10番1号，病床数648床）の運営業務

市立函館恵山病院（函館市日ノ浜町15番地1，病床数60床）の運営業務

市立函館南茅部病院（函館市安浦町92番地，病床数59床）の運営業務

市立函館病院高等看護学院(函館市港町1丁目5番15号,定員210人)の運営業務

　 報告セグメントごとの医業収益等

（単位：千円）

医業収益

医業費用

医業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益

　　特別損失

△ 22,140

　　他会計繰入金
　　（収益的収入）

　　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

純損益

　令和4年度（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

事 業 区 分

函 館 病 院

恵 山 病 院

高等看護学院

事　業　の　内　容

南茅部病院

高等看護学院函館病院 合計恵山病院 南茅部病院

△ 136,165 △ 205,820

△ 63,483

△ 273,588

△ 133,607

△ 11,943

△ 615,573

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

　 オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　 １年以内　   1,987千円

　 １年超 　　  3,510千円

　 長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち，地方自治

法第234条の3に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

　　 リース債務（流動負債）　 259,565千円

　　 リース債務（固定負債）　 582,462千円

Ⅵ その他の注記

　 貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

 修学資金貸付金に係る貸倒引当金

　  当年度において，償還の免除による損失39,600千円を処理するため，貸倒引当金39,600千円を

　 使用する。

 資格取得資金貸付金に係る貸倒引当金

　  当年度において，償還の免除による損失1,662千円を処理するため，貸倒引当金1,662千円を使

　 用する。

 未収金に係る貸倒引当金

　  当年度において，債権の不納欠損による損失2,374千円を処理するため，貸倒引当金2,374千円

　 を使用する。

　 退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　 当年度において，退職手当として404,642千円を支給するため，退職給付引当金404,642千円を使

用する。

　 賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　 　 当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負

担に属する額（12月から3月までの4か月分）として642,534千円を支給（支出）するため，賞与引

当金および法定福利費引当金642,534千円を使用する。
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当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

その他医業収益 △

他会計負担金

高 等 看 護
学 院 収 益

高 等 看 護
学 院 収 益

医 業 外 収 益

他会計負担金

他市町負担金 △

他会計補助金

補 助 金

患者外給食収益 △

長期前受金戻入 △

そ の 他
医 業 外 収 益

△

(1) 収益的収入及び支出予算対前年度比較表

款 項

収　　　　　　　　入

病院事業収益

目

千円 千円

増 △ 減

千円

当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

長期前受金戻入

その他特別利益 △

収収　　　　　　入入　　　　　　合合　　　　　　計計

千円

特 別 利 益

款 項 目 増 △ 減

千円 千円
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当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

高 等 看 護
学 院 費 用

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

医 業 外 費 用 △

支払利息及び
企業債取扱諸費

△

患 者 外
給 食 材 料 費

△

給 与 費

病院事業費用

款 項 目 増 △ 減

支　　　　　　　　出

千円 千円 千円

当 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

△

長 期 前 払
消 費 税 償 却

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費

過 年 度 損 益
修 正 損

款 項 目

差差　　　　　　引引　　　　　　損損　　　　　　益益

支支　　　　　　出出　　　　　　合合　　　　　　計計

貸 倒 引 当 金
医業外繰入額

増 △ 減

千円 千円 千円
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

診療材料費
材

料

費

退職給付費

報 酬

薬 品 費

経

　
　
　
　
　
費

旅費交通費

法定福利費

光 熱 水 費

消 耗 品 費

小 計

報 償 費

患者給食費

医 療 用
消耗備品費

消耗備品費

厚生福利費

(2)　収 益 的 支 出 予 算 内 訳 表

高等看護
学院費用

特別損失医業費用
(南茅部病院)

給

与

費

構成比計予備費
医業外
費　用

医業費用
(恵山病院)

小 計

給 料

手 当 等

賞与引当金
繰 入 額

法 定 福 利 費
引当金繰入額

医業費用
(函館病院)

科　　目
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

医療用器械備
品減価償却費

減

価

償

却

費

貸倒引当金
繰 入 額

経

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
費

食 糧 費

小 計

委 託 料

諸 会 費

広 告 料

その他器械備
品減価償却費

交 際 費

保 険 料

印刷製本費

修 繕 費

手 数 料

構 築 物
減価償却費

予備費 構成比計
高等看護
学院費用

医業費用
(南茅部病院)

医業費用
(函館病院)

医業費用
(恵山病院)

通信運搬費

建 物
減価償却費

科　　目

雑 費

特別損失

燃 料 費

賃 借 料

負 担 金

医業外
費　用
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

支
払
利
息
及
び

企
業
債
取
扱
諸
費

一時借入金
利 息

小 計

研

究

研

修

費

企業債利息

手 数 料

研 究 雑 費

通信運搬費

消耗備品費

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 費

無形固定資産
減 価 償 却 費

科　　目

賃 借 料

資

産

減

耗

費

減

価

償

却

費

食 糧 費

印刷製本費

予備費 構成比計医業費用
(南茅部病院)

医業外
費　用

高等看護
学院費用

特別損失

旅費交通費

消 耗 品 費

医業費用
(恵山病院)

報 償 費

図 書 費

た な 卸
資産減耗費

固 定 資 産
除 却 費

医業費用
(函館病院)

小 計

小 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

支
払
利
息
等

構成比計医業費用
(南茅部病院)

医業外
費　用

高等看護
学院費用

構 成 比

長期前払消費税
償 却

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

過 年 度 損 益
修 正 損

予 備 費

貸 倒 引 当 金
医業外繰入額

特別損失 予備費
医業費用
(恵山病院)

計計

医業費用
(函館病院)

科　　目

患 者 外
給 食 材 料 費

リース利息

小 計
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款 項 目
予算第 条による

職 員 給 与 費

予算第 条による
たな卸資産の購入
限 度 額

病院事業費用

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

高 等 看 護
学 院 費 用

給 与 費

経 費

　　　別　紙　の　と　お　り

千円

(3)　職員給与費及びたな卸資産購入限度額内訳一覧表

(4)　企　業　債　償　還　金　の　内　訳

千円

合　　　　　　　　　　　計

（収益的支出）

病 院 事 業 収 益

　1　医業収益（函館病院）

　 (1) 予定人員 171,550人　一日一人当たり　85,750円

　 (2) 予定人員 265,356人　一日一人当たり  17,471円

　 (3)

　　 ア 室料差額

　　 イ 集団健康診断，予防接種

　　 ウ 人間ドック，個人健康診断

　　 エ 検査料

オ 自費文書料，その他

　 (4)

　2　医業収益（恵山病院）

　 (1) 予定人員  13,870人　一日一人当たり　23,498円

　 (2) 予定人員  13,365人　一日一人当たり　 8,036円

　 (3)

　　 ア 集団健康診断，予防接種

　　 イ 個人健康診断

　　 ウ 自費文書料，その他

　 (4)

　3　医業収益（南茅部病院）

　 (1) 予定人員  10,220人　一日一人当たり　19,847円

　 (2) 予定人員  17,739人　一日一人当たり　 5,369円

　 (3)

　　 ア 室料差額

　　 イ 集団健康診断，予防接種

　　 ウ 個人健康診断

　　 エ 自費文書料，その他

　 (4)

医 療 相 談 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

その他医業収益

そ の 他 医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

受託検査施設利用収益

医 療 相 談 収 益

その他医業収益

(5)　収　入　予　算　資　料

千円

公衆衛生活動収益

医 療 相 談 収 益

室 料 差 額 収 益

他 会 計 負 担 金

室 料 差 額 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 負 担 金

公衆衛生活動収益

入 院 収 益

外 来 収 益

その他医業収益

そ の 他 医 業 収 益

公衆衛生活動収益
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　4　高等看護学院収益

　 (1) 高等看護学院収益

　　 ア 　学　年　　70人　一人月額　30,000円

　学　年　　70人　一人月額　30,000円

　学　年　　70人　一人月額　30,000円

               2人　一人月額　26,000円

減　免　額              △ 5,004,000円

　　 イ 　　　　　　　80人　　 一人   60,000円

減　免　額                △ 740,000円

　　 ウ 　　　　　　 120人　　 一人   20,000円

　5　医 業 外 収 益

　 (1)

　 (2)

　 (3)

　 (4) ドクターヘリ導入促進事業費補助金，その他

　 (5)

　 (6)

　 (7) その他医業外収益

　　 ア 駐車場使用料，その他

　6　特　別　利　益

　 (1)

千円

授 業 料

入 学 料

入 学 検 定 料

その他医業外収益

長期前受金戻入

他 会 計 負 担 金

他 市 町 負 担 金

他 会 計 補 助 金

補 助 金

患者外給食収益

長期前受金戻入
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